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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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細事業名

障がい福祉啓発推進事業

障がい者虐待防止対策支援事業

障がい者差別解消体制整備事業

障がい者プラン（県障害者計画・県障害
者福祉計画）策定事業

信州あいサポート運動推進事業

手話言語条例関連事業

障がい者社会参加推進センター設置事
業

30年度　実施内容

　障がい者差別解消推進員を設置し、障がい者等からの相談対
応や出前講座等による啓発、企業等へ実践的啓発を実施するとと
もに、連携会議を通じ関係機関相互の情報共有及び連携を図る。

　障がい者社会参加推進センターを設置し、障がい者の現状・課
題や多様なニーズを把握するとともに、障がい者の自立と社会参
加、理解促進のための啓発活動を行う。

5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

事業番号 05 09 03 事業改善シート （30年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・障がいを理由とした差別や偏見により、障がいのある人が不利益を被るなどの実態があり、障がいや
　障がいのある人に対する正しい理解が必要である。
　(人権に関する県民意識調査（H27）：障がい者に対する理解不足(63.4%)）
・障害者虐待防止法施行により虐待を防止するための措置が講じられた以降も虐待事案が継続して
　発生している。

30年度予算額 21,989 千円

職員数 7.35 人

shogai-shien@pref.nagano.lp.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 権利擁護推進事業
部局 健康福祉部

3-2 世界を魅了するしあわせ観光地域づくり

課・室 障がい者支援課

実施期間 H3 E-mail

目指す姿

　障がいの有無にかかわらず全ての人々が、相互に理解を深め、支え合う「心のバリアフリー」を推進するとともに、障がいを理由とした不当な
差別的取扱いや虐待を受けることがないよう、障がい者の権利を擁護する取組を推進し、共生社会の実現を目指す。

（主な実施内容：虐待防止対策支援事業、差別解消体制整備事業、信州あいサポート運動推進事業、手話言語条例関連事業　　など）

当初予算 23,551 28,258 25,996 21,989 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 28年度末

29年度末
（見込）

30年度前年度繰越

① あいサポーター数(単年） 10,635人 10,000人 12,000人

Aの
財源

　一般財源 19,797 24,226 21,734 17,726

　国庫支出金 3,601 4,005 4,191

予
算
額 補正予算

合計（A) 23,551 28,258

　県　債 0 0
②

虐待防止研修出席法人数
の割合

68.50% 73.00% 75.00%

　その他 153 27 71 71

4,192
③

県民向け手話講座参加者
数

508人 800人 800人

概　算
人　件

費

 職員数（人） 7.35 8.55

 概算事業費（B（A）+C） 84,380 99,018 84,164

7.35 7.35
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コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 28年度 29年度 30要求 30予算案 指標及びその達成状況

25,996 21,989

 決　　算　　額（B） 19,999

職員数 29年度

予算要求からの主な変更点
・信州あいサポート運動推進事業
　過去実績を踏まえ、事業費を減額

80,164

成果指標
設定理由

①　障がい等の理解促進を図る信州あいサポート運動の担い手である「あいサポーター数」を成果目標に設定
②　施設従事者等が障がい者虐待防止の正しい理解と知識を習得する虐待防止研修への出席法人数の割合を成果目標に設定
③　手話やろう者に対する理解を深める県民向け手話講座の参加者数を成果指標に設定

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 60,829 70,760 58,168 58,175

合計 7.35 28,258 25,996 21,989

1,008
　障がい者施策の総合的・計画的な推進に必要な事項を調査審
議する障がい者施策推進協議会を開催するとともに、県民の障が
い等に対する理解促進を図る啓発運動等を実施する。

1.00 1,552 1,008

30年度

（人） （当初） （要求） （予算案）
No

0.80 5,289 4,541 4,250

0.05 6,037 6,084 6,084

9709703,6372.20
　障がい者権利擁護(虐待防止)センターを設置し、虐待に関する
相談対応や市町村への助言・情報提供等を行うとともに、施設従
事者等及び市町村職員を対象とした研修を実施する。

　障がいのある人もない人も暮らしやすい共生社会を目指すた
め、信州あいサポート運動（支え手）とヘルプマーク普及啓発（受
け手）を障がい者理解を促進する両輪と捉えて推進を図る。

1.50 3,827 9,593 6,064

　手話言語条例に基づき、手話やろう者に対する県民の理解を促
進し、手話の普及等のための各種事業を実施する。

1.80 3,485 3,800 3,613

H29年度事業終了。 4,431 0 0

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善


